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１ 将来ビジョン 

（１） 地域の実態 

Ⅰ．地域特性 

【地勢・交通】 

埼玉県南西部に位置する入間市は、都心から 40 

ｋｍ圏にあり、東は所沢市、西は飯能市と東京都の 

青梅市、南は東京都の西多摩郡瑞穂町、北は狭山 

市に接している。市域全体はややなだらかな起伏のある台地と丘陵からなっている。市東

南端と西北端にはそれぞれ狭山丘陵と加治丘陵があり、狭山茶の主産地を象徴する広大

な茶畑とともに本市の豊かな緑を形成しており、市内を東西に流れる 3 本の河川とともに自

然あふれる景観を形作っている。また、狭山市・入間市にまたがって航空自衛隊入間基地

が所在していることも本市の大きな特徴となっている。 

主要道路としては、一般国道 16号をはじめ、国道 4路線と県道 9路線がある。さらに、圏

央道（首都圏中央連絡自動車道）入間 ICがあることから、首都圏へのアクセスのみならず、

広域的にも利便性の高い交通網が形成されている。 

また、鉄道網としては、西武池袋線入間市駅、武蔵藤沢駅、仏子駅、元加治駅と JR 八高

線金子駅の計 5 駅が市内にある。入間市駅は特急の停車駅であり、西武池袋線と地下鉄

との相互乗り入れにより東京都心とアクセスしやすい利便性を有している。 

 

【人口動態】 

本市の人口は、2011年（平成 23年）に 151,004人まで達した後は減少傾向に転じており、

その傾向は、人口減少が本格化・加速化している。年少人口や生産年齢人口は減少傾向

である一方で、高齢者人口は一貫して増加傾向にあり、2005 年（平成 17 年）には高齢者人

口が年少人口を上回っている。自然動態及び社会動態については、2011年（平成 23年）以

降、死亡数が出生数を上回る自然減、転出数が転入数を上回る社会減となっている。 

 

【産業構造】 

本市の産業は、地場産業である製茶業及び繊維工業に加え、電気、機械工業等が中心

的役割を担ってきた。自然的特性と首都圏近郊に立地しているという地理的好条件が本市

産業の量的成長及び質的発展に大きな役割を果たしてきたといえる。 

特に製茶業に関しては、狭山茶（埼玉県下全般に生産されるお茶の総称）の主産地であ

り、その生産量、栽培面積も県下一を誇っている。 

また、武蔵工業団地、狭山台工業団地及び金子・野田のミニ工業団地を中心に工業が発

展し、自動車関係の製造業が中心となっている。圏央道青梅 IC北側の木蓮寺・南峯地区で

は新産業用地の創出を進めており、新たな企業の進出や雇用の創出といった多くの経済効
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果を期待できることから、当用地創出の早期実現を目指している。 

さらに、圏央道入間 IC周辺地域は、交通網の進展とともに物流倉庫の進出が増加してい

る。加えて、大型商業施設が集積し、市外から人を呼び込む商業拠点を形成している。 

 

【地域資源・強み】 

●日本三大銘茶のひとつ「狭山茶」 

「色は静岡、香りは宇治よ、味は狭山でとどめさす」と 

謳われる狭山茶は、「宇治茶」、「静岡茶」と並んで「日本 

三大茶」と呼ばれ、熟達した製茶法と「狭山火入」と称す 

る古来の火入により狭山茶ならではの独特の深みのあ 

る味わいを引き出している。本市の生産者は、「全国手も 

み茶品評会」において、産地賞を 2023 年度（令和 5 年度）まで 18 年連続を含む通算 23 回

受賞している。個人の部でも多くの年に一等一席（農林水産大臣賞）を受賞し、中には最高

位の「永世茶聖」の称号を全国で初めて授与された生産者もいる。また、「関東ブロック茶の

共進会」、「彩の国さいたまお茶まつり狭山茶品評会審査会」においても、本市の生産者は

毎年のように優秀な成績をおさめている。 

 

●インクルーシブな街並み「ジョンソンタウン」 

米軍ハウスと呼ばれる平屋のアメリカン古民家と平成ハ 

ウスと呼ばれる現代的低層新築住宅が、樹々の間に点在 

して建っている自然豊かな街並みで、アメリカの郊外の街 

並みを想わせるイメージがある。個性豊かな店もあり、シ 

ョッピングスポットとしても注目されていると同時に、高齢者 

や障害者も安全安心に住むことができるインクルーシブなまちづくりが評価され、2021 年

（令和 3年）にはグッドデザイン金賞並びにアジア都市景観賞を受賞している。 

 

●水と緑豊かな「加治丘陵」 

加治丘陵は、関東平野と山地との境にあたる丘陵で、北 

には入間川、南には霞川が流れ、その外側には台地が広 

がっている。とりわけ南側の台地では、狭山茶の主産地を 

象徴する広大な茶畑と合わさって、入間市特有の景観を 

つくり出している。中心市街地に隣接しながらも、多くの 

野生動植物が生息・生育し、古くから里山として人々の生活と密接なかかわりを持ち、多く

の市民や愛好家に親しまれている本市の財産である。さらに広く利用され親しまれるよう、

自然公園として整備を進めている。 
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●シビックプライドを醸成する「いるまのこどもへ贈る歌～どこから来たの？～」 

入間市出身の音楽家であり、第 59 回日本レコード大賞「作曲賞」を

受賞した杉山勝彦氏が、入間の子どもたちや入間市民との協働で

2018 年（平成 30 年）に制作した、入間市で育つ子どもたちに向けた応

援歌。メイン版（斉唱）・ダンス版・合唱版の 3 パターンが制作されてお

り、「どこから来たの？」のダンスリミックスバージョンは、2022 年（令和

4年）2月の第 3回 NIKKEI 全国社歌コンテストで 142社の作品から第

3位に選ばれるとともに、主催者特別賞を受賞した。 

 防災行政用無線の点検のために毎日行っている、帰宅を促す注意喚起放送を、「夕焼け

こやけ」をベースにしたものから、2020 年（令和 2 年）4 月より「どこから来たの？」をベース

にしたものへ変更した。 

 

●市長の SDGs推進のリーダーシップ 

杉島市長は、SDGs をまちづくりに活かす公約のもと、県内最年

少市長として若者世代を巻き込んだ SDGs のまちづくりを推進して

きた。推進に当たっては、2022年（令和 4年）4月に庁内組織として

設置した市長直轄の未来共創推進室で SDGs の未来像を描き、市

民や民間企業との共創による未来のまちづくりを先導してきた。

2022 年（令和 4 年）2 月 24 日に開催されたサステナブル・ブランド

国際会議 2022 横浜における「第 3 回全国 SDGs未来都市ブランド

会議」セッションにおいて「パーパス発想での未来のまちづくり」をテ

ーマにスピーカーとして登壇した。また、2023 年（令和 5 年）5 月には、県内自治体として初

めてパーパスを策定し、国内外に本市の SDGs等の取組を積極的に発信・PR している。 

 

Ⅱ．今後取り組む課題 

１．経済面 

①企業等の誘致、雇用の創出 

人口減少、少子化・高齢化が本格化・加速化している。就職・進学を機に本市を離れる若

者が多いことから、20 代の転出超過幅がほかの年代に比べて大きい傾向が長く続いてい

る。本市への定住や転入者の増加を促す方策の 1 つとして、雇用の創出につながる産業・

企業の誘致が必要である。なお、新型コロナウイルスの感染拡大に際し、医療・健康に関す

る市民の意識が高まったことにも鑑み、ヘルスケア・食品産業、医療関連企業等の誘致ま

たは連携を目指していく。 

 

 

 



5 

②地場産業の基盤強化と担い手不足の解消 

地場産業である製茶業を中心とした農業については、生産の基盤強化及び効率化を図

るほか、後継者不足等により顕在化している担い手不足の解消を図る必要がある。 

③観光客の周遊等による地域内消費とまちの活性化 

郊外型大型店の進出やインターネットショッピングの利用増加等、市民のライフスタイル

が変化し、まちのあり方も変化する中で、地域内消費を喚起し、まちの活気を維持すること

が求められている。また、まちの活気という点では、三井アウトレットパーク入間・コストコホ

ールセール入間倉庫店を訪れる観光客を市内他地域への周遊につなげていくことも課題で

ある。 

 

２．社会面 

①高齢者の外出手段の確保と健康寿命の延伸 

高齢者の増加に伴い、社会保障費が年々増大しており、市民が健康で幸せを実感できる

まちづくりに取り組む必要がある。なかでも高齢者の健康を維持増進し、健康寿命を延ばす

ためには、外出機会の増加が有効な手段の一つと考えられ、そのための多様な移動手段

を確保することが求められる。 

②交通手段の整備による地域格差の解消 

駅を中心とした市街地付近は、交通の便がよいものの、市街地付近を離れると、路線バ

スの本数が少なくなる。令和 3 年度に実施した市民意識調査において、本市を「住みよい」

と答えた回答者のうち 30％以上が「買い物など毎日の生活の便利さ」または「通勤・通学の

便利さ」を理由にあげている一方で、「住みにくい」と答えた回答者のうち、約 60％が「買い

物など毎日の生活の不便さ」または「通勤・通学の不便さ」を理由にあげている。また、この

ことは若者が市街地に居住できない場合、転出の要因ともなることから、地域格差解消の

必要がある。 

③DXの推進とデータの利活用による新たな市民福祉サービスの創出 

市民福祉の向上に向け、公共交通や健康維持をはじめ、さまざまな施策において DX を

推進し、効果的・効率的に住民生活の利便性と満足度を高めるとともに、得られるデータを

利活用してさらなる価値を創出することが求められる。 

④官民連携手法による公共施設の再編・再整備 

老朽化した公共施設の再編・再整備に当たっては、官民連携手法により時代とニーズを

踏まえた施設としていく必要がある。また、市内 9 地区に 1 施設ずつ整備した地区センター

においては、地域住民の利便性や地域福祉の向上のために、その機能を強化し、誰もが暮

らしやすいまちの実現につなげていく必要がある。 
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３．環境面 

①ゼロカーボンに向けた施策の推進 

2050 年の CO₂（二酸化炭素）実質排出ゼロに向けた取組を加速させるため、再生可能エ

ネルギーの供給体制を整えるとともに、RE100 企業（事業に使用する電力を 100％再生可

能エネルギーで賄うことを目指す国際的な企業連合に参加している企業のこと）をはじめと

した脱炭素への意識の高い企業の進出を促すような環境施策を進める必要がある。また、

脱炭素の推進により地域内経済の循環に寄与するとともに、防災レジリエンスの強化を図

るなど、ゼロカーボンの実現による社会面・経済面の相乗効果を高めていく必要がある。 

②緑地の保全 

本市のシンボル的存在となっている加治丘陵を中心とした丘陵地や茶畑の緑地を維持し、

良好な自然環境を確保していく必要がある。緑地の確保は地球温暖化対策の面からも求め

られる。 
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（２） 成果と課題 

 

健康と幸せを実感できる Well-being Cityいるま 

 

本市では、2016年度（平成 28年度）に策定した第 6次入間市総合計画において、まちづ

くりのビジョンとして「香り豊かな緑の文化都市」を掲げ、まちを愛する多くの人たちによって

受け継がれてきた歴史や文化、自然を大切にすることを通じて、自然の香りと文化の薫りを

基調とした都市の実現を目指すこととしている。また、2023 年（令和 5 年）5 月に策定したパ

ーパス『心豊かでいられる、「未来の原風景」を創造し伝承する。』においては、100 年後の

未来を生きる人たちからも「入間らしい」素晴らしいまちだと感じてもらえるような、心豊かで

幸せなまちをみんなで共に創っていくことを発信しており、シンボリックアクションとして「ウェ

ルビーイングアクション」「モビリティアクション」「カルチャーアクション」「オープンアクション」

「サスティナブルアクション」という 5つの切り口から取組を進めている。 

2030年の SDGsの達成を目指すに当たっては、主要産業であり、本市を代表する景観で

もある狭山茶の茶畑や自然豊かな丘陵地帯、観光誘客を見込める大型商業施設、最先端

の技術を有した中小企業等の地域資源の力を生かし、「Well-being」をキーワードに、次のと

おり経済・社会・環境の三側面から、2030年のあるべき姿、さらにその先の持続可能な市政

運営を見据えた、未来共創のまちづくりに取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 先端技術が市民の健康と企業の活気をもたらすスマートヘルス・シティ（経済） 

市民一人一人が生き生きとした人生を送ることができるよう、健康の維持・増進に取り組

み、元気な市民が地域に出ていくことで、地域内消費の拡大を図る。産業面からは圏央道

IC 周辺を中心に立地する先端技術を持つ企業が地域経済を活性化し、雇用を生み、ヘル

【2030年のあるべき姿】 

健康と幸せを実感できるWell-being Cityいるま 
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スケア・食品産業が市民の健康づくりを後押しすることを目指す。また、市の象徴的な地場

産業である狭山茶の生産等の農業については、スマート化を進めて生産性の向上及び担

い手の確保を図る。さらには、若者やアウトレット等を訪れる観光客が市全域の消費拡大と

にぎわいの創出を支え、心身ともに健康な人や健康な企業の活気があふれる、にぎわいと

健康の好循環が確立したまちを目指す。 

 

２．市民の健康と地域の力を DXが支えるウェルネス・シティ（社会） 

社会保障費の増加や買物弱者、交通弱者等、高齢化の進行による諸問題や、ライフスタ

イルの変化による生活習慣病の増加や人と人の交流の希薄化等、市民生活における様々

な課題の解決を目指し、積極的に DX を推進する。行政手続や相談のオンライン化を進め

ることで、行政の支援を市民により身近なものにするとともに、実証実験の場を提供するこ

とで企業や大学の新たなチャレンジを支援し、産官学による様々な連携を進め、地域課題

の解決に資する先進的な取組にチャレンジし続け、国が提唱する Society5.0 を体現するま

ちを目指す。 

 

３．官民連携の地域新電力が導くゼロカーボン・シティ（環境） 

2050 年 CO₂（二酸化炭素）実質排出ゼロに向け、地方公共団体においても実効性のある

取組が求められている。本市では、入間市ゼロカーボン協議会を中心に官民連携による地

域新電力の創出を後押しし、2024年（令和 6年）3月に地域新電力会社「いるま e-MIRAI株

式会社」が設立された。同月、同社と脱炭素社会の実現に向けた包括連携協定を締結した。

今後さらに、公共施設や商工業地域への再生可能エネルギー導入等の「ゼロカーボン」に

向けた取組を進めると同時に、環境に配慮した新産業の創出を目指す。また、狭山茶の主

産地を象徴する広大な茶畑や加治丘陵・狭山丘陵といった緑地を保全・活用するとともに、

企業活動や市民の日常生活行動が自然環境や気候変動に与える影響を市民一人一人が

課題として捉え、ごみ減量・リサイクル等の環境負荷低減に向けた取組を市全体で進めるこ

とで、自然を守り自然とふれあいながら豊かさと安らぎを得られるようなまちを目指す。 
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（３） 2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 ９．２ 指標：市内製造業における付加価値額 

現在（2023年）： 

18,442,014万円 

2030年： 

18,810,854万円 

 17.17 

 

 

指標：入間市 SDGsパートナー制度への参加企業・団体数 

現在（2024年）： 

43者 

2030年： 

100者 

 

・ 市内事業所数が減少傾向にある中、ヘルスケア・食品産業、医療関連企業等の誘致、新

産業の創出により、市内企業が稼ぎ、経済活動を持続的に発展させていくことをねらう。 

・ 入間市 SDGs パートナーで構成されたプラットフォーム「いるま SDGs ラボ」において、

SDGs 達成に向けた具体的な取組につながる官民連携や企業間連携の推進を図る。ま

た、埼玉県 SDGsパートナー制度との連携を目指し、双方取組の相乗効果を図る。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 ３．４ 

３．８ 

指標：健康寿命 

現在（2022年）： 

85.3歳 

2030年： 

平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加 

 11．１ 

11．２ 

11．７ 

指標：入間市に住み続けたいと感じる市民の割合 

現在（2021年 9月）： 

80.3％ 

2030年： 

常時 80％以上 

 

・ 介護予防教室やウォーキング事業など、健康の維持増進につながる世代間交流や地域

間交流などの取組を進めることで、市民の健康寿命延伸を図る。 

・ 行政サービスの利用しやすさや、利便性の高い生活環境を整えることで、入間市に住み

続けたいと感じる市民の割合の増加を図る。 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 ７．２ 

13．２ 

13．３ 

 

 

指標：二酸化炭素排出量の削減 

現在（2021年）： 

764,241 t-CO₂ 

2030年： 

491,180 t-CO₂ 

（基準年の排出量の 46％減） 

 12．３ 

12．５ 

 

指標：家庭系ごみ（資源ごみを除く。）１人１日排出量 

現在（2023年）： 

483g/人/日 

2030年： 

455g/人/日 

 

・ 官民連携による「地域新電力」を 2024年（令和 6年）3月に設立。今後は、公共施設への

PPA 事業の導入や商工業地域へのカーボンニュートラルガスの供給、EV 化の促進、ま

た、市民一人一人の環境負荷低減意識を高めることで温室効果ガスの排出量の低減を

図る。 

※PPA： Power Purchase Agreement (電力購入契約) 

・ 市リサイクルプラザに登録しているボランティアスタッフを中心に、地域や民間との連携を

図り、そこから情報発信できる体制の整備、支援施策などを充実させ、食品ロス削減、水

きり強化、可燃ごみ中の分別強化、粗大ごみ排出削減といった具体的なごみ減量行動及

びリサイクルの推進を促す。 
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２ 自治体 SDGsの推進に資する取組 

（１）自治体 SDGsの推進に資する取組 

2030年のあるべき姿を実現するため、次の取組を行う。 

 

① 持続的に稼ぐ地域であり続けるための取組（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

８．２ 

 

 

９．４ 

 

 

11．３ 

 

 

17.17 

指標：茶畑と狭山茶を入間の魅力や個性として感じている市民の割

合 

現在（2019年）： 

76.9％ 

2027年： 

81.5％ 

指標：市内製造業における付加価値額（再掲） 

現在（2023年）： 

18,442,014万円 

2027年： 

18,626,434万円 

指標：入間市 SDGsパートナー制度への参加企業・団体数（再掲） 

現在（2024年）： 

43者 

2027年： 

70者 

 

●最先端技術と健康・食品・医療関連企業等との連携による新産業・雇用の創出 

入間市には武蔵工業団地や狭山台工業団地を中心として、繊細かつ高度な技術を有し

た企業が集積しており、入間市周辺企業 5社で設立した超微細加工技術等によるモノづくり

集団「チーム入間」や、経済産業省により選定された地域未来牽引企業 7 社は、地域経済

を活性化し循環させる担い手の中心である。「チーム入間」の一員である狭山金型製作所

が開発した環境にやさしい PEEK 樹脂製注射針をはじめとし、市内企業の技術や機動力を

活かし、健康・食品・医療に関連する企業との連携により新産業や、新たな雇用創出を支援

する。 

 

●ヘルスケア・食品産業、医療関連企業等の誘致 

「スマートヘルス・シティ」の実現に資する企業の誘致に向け、工場や研究所の新設等を

行った企業に対し設置費用を助成する。2021 年度（令和 3 年度）には化粧品メーカーの工

場・研究所等設置への助成を実施している。Well-being の取組に資する企業の支援・誘致

に向けて、さらなる支援の充実を検討する。 
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●工業系土地利用の推進による SDGs産業団地の形成 

第 6 次総合計画・後期基本計画の策定にあたり、本市

のさらなる産業振興と計画的な土地利用を目的として、青

梅 IC 周辺地域について農業地域から工業系土地利用推

進エリアへ変更する基本構想の見直しを行った。「スマー

トヘルス・シティ」の実現という視点も踏まえ、RE100 企業

やヘルスケア・食品産業を誘致し、SDGs産業団地の形成

に取り組んでいく。 

 

●スマート農業と地場産業（製茶業）の振興 

市の主要産業であり、貴重な地域資源である狭山茶は、製造・加工・流通のすべてをそ

れぞれの茶業者が一貫して行っていることに特徴がある。緑茶は、カテキンやビタミンなど

の成分から由来する抗酸化作用や殺菌・抗菌作用を有しており、生活習慣病予防や口臭・

虫歯予防等の効果が知られている。また、狭山茶の滋味深さには、日々の喧騒を忘れ、心

を癒してくれる効能もあり、子どもから大人まで広く市民に親しまれ、お茶文化が浸透してい

る。引き続き茶業協会等と連携し、狭山茶を活用した新たな商品開発や販路拡大に取り組

み、狭山茶ブランドの振興を推進する。 

狭山茶の生産性向上や茶業者の労働環境改善に向けて、狭山茶の圃場にネットワーク

環境を構築してセンサーやカメラを設置し、気温・風速等の情報を収集し、遠隔で確認する

ことで、茶葉の生育状況等の把握、防霜ファン稼働監視、蔓の発生検知等を効率化する。

市茶業協会の協力を得て埼玉県茶業研究所及び東日本電信電話株式会社埼玉西支店と

実証実験を実施中であり、実験データ等の結果を踏まえ、スマート農業の実現を図る。 
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●アウトレット等の買い物で終わらないシステムづくり 

年 420万人の観光客数を誇る三井アウトレットパーク入間やコストコホールセール入間倉

庫店は、圏央道入間 IC からのアクセスも良く、週末や長期休暇には関東近郊から多くの人

が訪れるが、市内への周遊につなげられていない現状がある。アウトレット敷地内での狭山

茶関連商品の販売やＰＲにより、市内に足を伸ばしてもらうきっかけを作るほか、入間市駅

からアウトレットへの直通バスが多くの観光客に利用されていることから、駅前のバスターミ

ナルでのマルシェ開催など、観光の入り口におけるＰＲを実施する。 

 

●パーク PFIによる公園の魅力向上 

 ジョンソンタウンに隣接する富士見公園では、多くの市民

が集う魅力ある公園を目指し、パーク PFIによる再整備を検

討している。また、狭山台地区近隣公園においても同様に

パークPFI等を活用した公園整備を検討しており、民間活力

による魅力的で持続可能な公園の整備に取り組んでいる。 

 

●入間市ロケーションサービス 

 首都近郊の貴重な自然である加治丘陵は、遊歩道が整備

され自然散策を楽しむことができ、狭山茶の主産地を象徴

する広大な茶畑も、入間市特有の景観である。また、国登録

有形文化財である旧石川組製糸西洋館は、1921 年（大正

10 年）に迎賓館として上棟された歴史的遺産であり、映画・

ドラマ・ミュージックビデオ等、多くの映像作品のロケ地として

利用されている。入間市ロケーションサービスに取り組み、様々な映像作品の舞台に活用さ

れることで、入間市の PRや観光客の増加を促進する。 

 

●サイクリングによる周遊観光やヘルスケアツーリズムの促進 

自転車を活用した健康的で魅力あるまちづくりを総合的に推進する

ため、2023 年（令和 5 年）に「入間市自転車活用まちづくり条例」を制定

した。 

茶畑や加治丘陵などの観光スポットは市内に点在しているため、周

遊に適した交通手段として、また健康づくりの一環として、自転車の利

用を促進する。サイクリングによるお茶屋巡りなどの周遊ルートの提案

や、スタンプラリー企画（お茶屋版御朱印帳など）とのタイアップにより、

自然を味わいながらお茶も味わい、健康増進にもつながる入間版グリ

ーンツーリズムやヘルスケアツーリズムを構築する。 
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●茶畑の景観活用事業 

 主要産業であり、本市を代表する景観でもある狭山

茶の茶畑を活かし、新たな魅力として非日常的な空間

を創出するとともに、新たな観光事業実施、更なる狭山

茶ブランドの振興を目的として茶畑テラス「茶の輪」を

2023 年（令和 5 年）3 月に開始した。「狭山茶の主産地 

入間市」にしかできない、狭山茶を五感で堪能できる体

験型観光メニューとして展開し、利用者アンケートで

は、「この体験面白い」「狭山茶が好きになった」「360 度茶畑が見渡せて気持ちよかった」な

どの高い評価を得ている。 

 

●市内の駅の魅力アップによる観光戦略 

2021年度（令和 3年度）に独立行政法人都市再生機構と協定を締結し、入間市駅周辺地

区のまちづくりの推進について、助言等の支援を受けている。駅周辺に位置するジョンソン

基地跡地留保地の整備に向けて、市民との協働、民間活力を盛り込みながら、主要駅であ

る入間市駅の魅力アップにつながる活用を検討していく。武蔵藤沢駅については道路の新

設により、市内宮寺地区からの交通の利便性向上を図る。仏子駅については武蔵野音楽

大学との包括的な連携により、学生及び市民の利用による活性化を図っていく。元加治駅

については、飯能市と連携し、利便性向上に取り組んでいく。 

 

  【参考：ジョンソン基地跡地留保地】 

ジョンソン基地跡地留保地（入間市駅前側）は入

間市駅に隣接する 7.4 ヘクタールの国有地である。

市は、その利活用に向けて、平成 20 年に「ジョンソ

ン基地跡地留保地利用計画」を策定したものの、大

きな進展に至っていないことから、2023 年（令和 5

年）9 月、現状に見合った実現可能な内容に見直

し、新たな利用計画を策定し直した。 

 

 

 

 

●地域資源を有効活用したワーケーション誘致事業 

埼玉県西部地域振興センターが中心となって進める「新たな地方創生 調査・分析・企業

連携事業」に管内市と連携して取り組んだ。事業実施後の県の分析において、県西部地域

におけるワーケーションに対しては、好意的な回答が多かったことから、西部地域でのワー
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ケーションを促進していく。地域資源を有効活用した魅力発信によりブランド力の向上を図

ることで、関係人口の増加や移住・定住に結びつけていく。 

 

●地方創生 SDGs金融の活用 

地方創生 SDGs 金融の制度構築に向け、市内金融機関で構成する入間市金融団（埼玉

りそな銀行、武蔵野銀行、青梅信用金庫、埼玉縣信用金庫、西武信用金庫、飯能信用金庫）

と入間市商工会と市との三者で構成する協議体により、SDGs に取り組む市内企業に対す

る支援策を検討し、SDGs の観点から持続可能な地域経済の構築や中小企業経営の健全

化を図る。（詳細は自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等の項目で後掲） 

 

② 市民の健康の維持・増進に係る取組（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 ３．４ 指標：健康寿命（再掲） 

現在（2022年）： 

85.3歳 

2027年： 

平均寿命の増加分を上回る健康

寿命の増加 

指標：週に１日以上スポーツをしている市民の割合 

現在（2022年 1月）： 

43.9％ 

2027年： 

53.6％ 

指標：特定健康診査受診率 

現在（2023年）： 

40.6％ 

2027年： 

60％ 

 

●高齢者の外出モチベーション向上によるフレイル予防と多様な移動手段の整備 

外出意欲が低下した高齢者やフレイルになりかけている

高齢者を対象にした参加意欲を促す介護予防教室などを

企画し、フレイル予防を推進する。また、外出の足の担保

にあたっては、多様な移動手段を利用できるよう検討す

る。これにより高齢者の外出モチベーションの向上につな

げ、社会とのつながりを維持し、心身の健康維持、ひいて

は社会保障費の低減を目指す。なお、事業の実施に際し、

市と協定を結ぶ事業者や大学等の研究機関などとの産学

官連携も検討していく。 

 

（写真は「ボッチャ＆脳トレ

体験会」ペットボトルキャップ

数字合わせの様子） 
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●各種健康診断の受診促進及び健康維持・増進に向けた支援 

国民健康保険や後期高齢者医療保険加入者に対し、健康診査の受診を促進し、病気の

早期発見や市民一人一人の健康管理への意識づけを図る。また、気軽に健康相談ができ

る機会をつくり、健康診断結果に基づいた栄養や運動、生活習慣などさまざまな助言を行い、

市民の健康維持・増進を支援し、健康寿命の延伸（男女ともに県内 3位（2023年度版「埼玉

県の健康指標総合ソフト」より））を図る。 

 

●運動機会の増加促進事業 

スポーツ振興とスポーツによるまちづくりを図り、多種多様なスポーツ関連活動を応援・

支援することで、すべての市民が健康で活気あふれるまちを実現することを目指して、2023

年（令和 5年）に「入間市スポーツ振興まちづくり条例」を制定した。 

誰もが取り組みやすい運動・スポーツの紹介や教室を実施し、運動・スポーツを楽しみ親

しむ機会を提供するとともに、埼玉県と連動して行っている「コバトン ALKOO マイレージ」事

業や地域でのウォーキング事業を実施し、運動を楽しみながら、継続できるよう支援する。 

 

●歯と口腔の健康づくり 

歯科疾患の予防、咀嚼や嚥下（えんげ）などの口腔機能の維持は、生活習慣病の予防を

はじめとした全身の健康の保持増進と関連しており、健康寿命を延伸するための重要な要

素であることから、「入間市歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づき、年代に応じた支援や

普及啓発を行う。 

 

③ AI・IoTを活用した地域課題の解決（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

９．４ 

 

17.17 

 

指標：実証実験への参加主体数 

現在（2022年）： 

17主体 

2027年： 

累計 30主体 

 10．２ 

 

16．６ 

指標：地区センターにおける福祉総合相談窓口での相談対応数 

現在（2023年）： 

102件 

2027年： 

160件 
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●マイナンバーカードの普及促進事業 

マイナンバーカードの未交付者（特に高齢者や障害者）に対して、2024年（令和 6年）2月

から開始している郵便局申請支援業務委託や福祉施設出張申請を強化して取り組む。 

また、マイナンバーカードの普及には、カードを持っていることにより便利さが実感できる

ことが必要であるため、オンライン申請の利便性の向上を図るとともに、デジタル弱者への

取組を継続し、「行かなくても済む市役所」の実現を目指す。 

 

●実証実験フィールドの提供 

AI・IoT によって市民に身近な困りごとや地域課題を解決するアイディアを持った企業や

NPO等に対して、実証実験の場を広く提供する。これまで、高齢者の外出支援やスマート農

業、脱炭素型ライフスタイルの促進のための実証実験を実施しており、これらのノウハウを

活かし、今後も様々な企業や大学と連携して、施策に活かせる実証実験に挑戦していく。 

 

●既存のコミュニティ交通の運行効率化 

市民の日常生活上の交通手段を確保することを目的に運行しているコ

ミュニティバス「てぃーろーど・てぃーワゴン」は、交通弱者への配慮という

点において維持が望ましいものの、持続可能な運用に向けて効率化を図

る必要があるため、利用状況等を踏まえ、運行について見直しを図って

いく。 

 

●システム連携による市民福祉サービスの創出 

多様化または複雑化する市民の困りごとやニーズに対して寄り添った応対が可能となる

よう、属性や分野ごとのサービスを超えた窓口運用の研究、組織の見直し、窓口業務支援

のためのシステム構築など、個人情報に配慮して安心して相談できる体制を目指して引き

続き取り組む。 

 

●オープンデータの推進 

市が保有する様々なデータの公開を促進し、市の課題や資源を広く提示することで、市

民や企業等と連携した地域課題の解決や地域活性化を図る糸口の一つとするほか、実証

実験の場として PR していく。 

 

●官民連携手法による新市庁舎整備 

新市庁舎の整備について、2021年（令和 3年）9月に「入間市

新庁舎等整備実施計画」を策定している。築 50 年近くが経過し

た現庁舎の課題を踏まえ、「①市民に親しまれる開かれた施設」

「②災害に強く環境にやさしい施設」「③市民が使いやすい施設」
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「④時代の変化に対応できる施設」「⑤経済性に優れ長期間使い続けられる施設」「⑥公共

施設マネジメントのモデルとなる施設」を施設整備のコンセプトとして掲げ、官民連携手法

（DBO手法）による整備に取り組んでいる。 

 

●公共施設全般のレジリエンス強化 

2019 年（平成 31 年）3 月に策定した「入間市公共施設マネジメント事業計画」に基づき、

公共施設の再整備・再配置を進めている。施設統合に伴い複合化・機能強化を進める中で、

公共施設全般が災害時には避難所や防災拠点として活用されることを踏まえ、改修や移転

新設を行う施設の整備においては、災害時に活用可能なエネルギー設備を備えるなど災害

対応力を強化させていく。 

 

●DXによる地域拠点施設「地区センター」の機能充実 

支所、公民館、自治振興支援、防災拠点、福祉総合相談窓口、地域包括支援センターの

6 つの機能を備えた地区センターを市内 9 地区に開設し、地域コミュニティの維持・発展・再

構築の支援や地域内交流の促進等による地域づくりを進めている。福祉総合相談窓口で

は、本庁に設置した総合相談支援室を含む関係課とのオンラインでの連携など、DX による

相談対応を行っていくことにより、引き続き市民が居住地域で様々な相談をできるワンストッ

プ窓口体制の強化を図る。また、施設の貸出におけるスマートキーの実用化に取り組む。 

 

④ 循環型社会の形成に関する取組（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 13．２ 

13．３ 

 

指標：二酸化炭素排出量の削減（再掲） 

現在（2021年）： 

764,241 t-CO₂ 

2027年： 

582,140 t-CO₂ 

（基準年の排出量の 25％減） 

 ７．２ 

７．ａ 

指標：入間市ゼロカーボンシティ推進設備設置費補助金の補助設

備件数 

現在（2023年）： 

104件 

2027年： 

累計 355件 

 12．３ 

12．５ 

 

指標：家庭系ごみ（資源ごみを除く。）１人１日排出量（再掲） 

現在（2023年）： 

483g/人/日 

2027年： 

478g/人/日 

 

 



19 

●入間市ゼロカーボン協議会を中心とした官民連携型による脱炭素化の推進 

2050 年までのゼロカーボンシティ実現に向けて、市民、企業、金融機関及び行政等多様

な主体が連携し、エネルギーの地産地消や防災レジリエンス強化につながる脱炭素型まち

づくりを推進するため、2022年（令和 4年）6月に「入間市ゼロカーボン協議会」を設立した。 

協議会では、商工会、工業会、連合区長会等の市内団体からの参画を得て、また、専門

的かつ個別具体的な事項を検討するための部会メンバーとして、地元企業、金融機関、大

規模商業施設等と連携し、再生可能エネルギー導入促進やエネルギーの地産地消等、脱

炭素社会の推進のあり方について検討している。 

市域において再生可能エネルギーを「つくる・ひろげる・使う・届ける」＝「エネルギーの地

産地消」を実現するた

め、2024 年（令和 6 年）3

月には同協議会に参画

している部会メンバーに

よって地域新電力が設立

され、新電力が創出し供

給する再エネ電力によ

り、CO₂（二酸化炭素）排

出量を低減し、脱炭素化

を進めるとともに、災害

時の電力確保による防

災レジリエンス向上にも

寄与している。 

 

●公共施設への PPA 事業の導入と民間企業への再生可能エネルギーの拡大 

公共施設へ民間主体のＰＰＡ太陽光発電設備を導入し、再生可能エネルギー比率の向

上と災害時電力の確保によるレジリエンス強化を図る。将来的には、ＰＰＡ事業による、商

工業地域への太陽光発電設備の設置を促進、工業地域におけるゼロカーボン化を推進す

る。また、RE100 企業をはじめ、再生可能エネルギーの使用に配慮した企業の進出や、既

存企業との事業連携等を図る。 

 

●入間市ゼロカーボンシティ普及モデル事業 

省エネルギー化や再生可能エネルギー機器の活

用などによる、エネルギーの地産地消を取り入れた戸

建て住宅を主体とする「環境配慮型住宅」を整備し、

今後の本市における住宅建築の優良モデルとする。   

また、くらしの基盤となる住宅の供給を支援すること
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で、子育て世代に「住みたいまち」として選ばれるまちづくりの推進を図る。 

 

●再生可能エネルギー活用設備を設置する市民への補助 

ゼロカーボンシティの実現を目指し、再生可能エネルギー活用設備を設置した市民に対

し、設置費用の一部を補助する。市民の太陽光発電設備の設置を促進し、地球温暖化対

策や低炭素社会に向けた取組を推進するとともに、Ｖ２Ｈシステムや定置用リチウムイオン

蓄電池の設置促進により、再生可能エネルギーの有効活用と防災レジリエンス強化を図る。 

 

●公用車 EV カーシェアリングの拠点整備によるゼロカーボンドライブの推進 

公用車を順次 EV に切り替えていくことで、行政事務におけ

る CO₂（二酸化炭素）排出量の低減を図る。 

ＥＶ公用車については、公用利用時間外の夜間や休日等

に市民利用を可能とするカーシェアリングを実施し、ゼロカー

ボンドライブの普及を図る。併せて、カーシェアリング拠点を

市庁舎や健康福祉センターなどに整備し、また、災害時に非

常用電源として外部への電力供給を行うことが可能な「走る

蓄電池」としてＥＶを活用することで、防災レジリエンスの強化にも寄与する。 

 

●スマートフォンアプリを活用した脱炭素につながる生活様式への市民の行動変容の促進 

日常生活上で徒歩や自転車で移動することにより抑制された二酸化炭素排出量を可視

化することができるスマートフォンアプリを活用して、市民の脱炭素に向けた行動変容を促

進する「サスティナブルウォークいるまいる」事業を実施する。脱炭素量はポイント化して協

賛店舗で特典と交換することができ、ナッジ理論（行動科学の知見の活用により、人々が自

身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする手法）により脱炭素を促進しつ

つ、地域経済の活性化を実現し、加えて徒歩や自転車の利用を促進することで、健康増進

にも寄与する。 

 

●家庭ごみの減量 

市リサイクルプラザに登録しているボランティアスタッフと協働で、地域や民間との連携を

図り、そこから情報発信できる体制の整備、支援施策などを充実させ、食品ロス削減 、水

きり強化、可燃ごみ中の分別強化、粗大ごみ排出削減といった具体的なごみ減量行動及び

リサイクルの推進を促す。 

 

●学校と地域の連携による実践活動の推進 

市内小・中学校では、ペットボトルキャップやコンタクトレンズケースの回収等、環境負荷

低減に向けた実践に積極的に取り組んでいる。 
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また、入間市藤沢地区では、市立藤沢中学校、

市立上藤沢中学校、私立日々輝学園高等学校、

地域の有志の方々が連携し、生徒自らが SDGs を

自分事として捉え、実践していくことの大切さを地

域に提言する実践活動報告会を行っている。 

児童・生徒の主体的な活動、実践事例を地域連

携により広め、環境負荷の低減に資する取組を推進していく。 

 

●加治丘陵・狭山丘陵の保全活用事業 

丘陵地の恒久的な保全と活用を計画的に進めるため、ボランティア団体やNPO法人と協

働で維持管理に努めるとともに、加治丘陵の散策や自然観察などを楽しむことができるよう

に、園地や遊歩道等の施設整備を行う。狭山丘陵内にあるさいたま緑の森博物館と連携し、

里山の管理、保護活動など、保全活用を推進する。 

 

⑤ SDGsを指針としたまちづくり（全体） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 17.17 指標：SDGsを知っている市民の割合 

現在（2021年 9月）： 

63.7% 

2027年： 

80％ 

 ５．１ 指標：性自認・性的指向による差別を受けたと感じたことがある、ま

たは差別をしているのを見聞きしたことがある市民の割合 

現在（2021年 9月）： 

1% 

2027年： 

0.5% 

●SDGsを活かしたまちづくりの推進 

誰ひとり取り残さず、幸せに暮らせる持続可能なまちづくりを、一人一人の市民をステー

クホルダーとして進めていくため、まちづくりの方針を市民と共有し、SDGs の理念に基づい

た行動を全市民ができることから取り組んでいく土壌を形成する。 

●多様な人材が活躍できる風土の形成 

2021 年度（令和 3 年度）にスタートしたパートナーシップ・ファミリーシップ制度の周知、利

用促進、連携協定等の取組を通じ、すべての人が自分らしく生きられる風土を醸成し、多様

な人材の力を引き出すことで、まちの活性化につなげていく。 
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●入間市 SDGsプラットフォームの構築 

市内の SDGsに資する取組の見える化を目的に、宣言制度による市独自のパートナー制

度「入間市 SDGs パートナー」を 2023 年（令和 5 年）12 月に立ち上げ、同パートナーで構築

するプラットフォーム「いるま SDGs ラボ」を同時に開始した。パートナー制度により SDGs 達

成に向けた市内の機運醸成や市民・企業等参画の裾野を広げていくとともに、プラットフォ

ームにおいて SDGs達成に資する取組を行う企業・団体等への情報提供や取組支援を行っ

ていく。 

また、埼玉県 SDGs パートナー制度と連携し、双方にメリットのある制度とするため県と綿

密に連携していく。  
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（２）情報発信 

 SDGs の取組にかかる総合的なプロモーションを未来共創推進室が中心となり担っていく。 

（域内向け） 

・ 2022 年（令和 4 年）から市の広報紙「広報いるま」に SDGs に関するコラムを連載してい

る。公式 HP や YouTube チャンネル、LINE など、SNS 等も活用し、市の取組の周知や、

市民の取組推進に向けた啓発を図る。 

・ 市内の図書館において、SDGs関連資料を展示し、図書館利用者への啓発を図る。 

・ 市の実施事業において、達成に貢献するゴールを示し、意識啓発を図るほか、SDGs に

関連する事業等の実施を通して、効果的な浸透を図る。 

・ 市内の小・中学生に向けて、SDGsの初歩的な説明を掲載したリーフレットを作成し、配布

した。小・中学校では、SDGs の趣旨が反映された学習指導要領に沿った学習がすでに

進められており、児童・生徒は、SDGs 分野におけるリバースメンターな存在であることか

ら、上記にある広報いるま連載のコラムで、市内中学校の SDGs に貢献する取組の紹介

を行っている。また、2024年（令和 6年）に「いるま SDGs4コマ漫画コンクール」も実施し、

児童・生徒の日頃の取組や学び・アイデアを 4 コマ漫画の形式で自己表現する機会を創

出するとともに、大人たちが児童・生徒の作品に触れることで、考え、行動するきっかけづ

くりを狙いとしている。 

・ 2021 年（令和 3 年）11 月に工業会と市で共催した「オープンファクトリーin 入間 2021」に

おいて、入間 SDGsアクション 2021」と銘打った企画を実施した。ここでは、工業会会長が

講演を行い、また、市内にある豊岡高校の生徒が「SDGs×まち」をテーマに入間市の魅

力や課題を調査し、行政や企業に向けて解決策を発表し、発表内容に対して市長や工業

会会長がコメントを行った。今後も工業会をはじめとした各種団体や学校と連携して情報

発信を行い、SDGsの取組への機運を高めていく。 

・ 職員の SDGs への意識の浸透を狙い、2021 年（令和 3 年）5 月に内閣府地方創生推進

事務局職員による研修を受けた。今後も時期を捉え、国や大学等による研修等を実施し、

さらなる浸透を図る。 

 

（域外向け（国内）） 

・ 埼玉県西部地域まちづくり協議会（所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市）構成市間で

情報共有を図る。 

・ 地方創生官民連携プラットフォームや、埼玉県官民連携プラットフォームの活用により周

知を図る。 

・ 姉妹都市である佐渡市と互いの取組について情報交換を行う。 

・ パートナーシップ・ファミリーシップ制度に係る連携協定を締結している埼玉県西部まちづ

くり協議会構成市やパートナーシップ制度に係る連携協定を締結している埼玉県内市町

村等と連携し、パートナーシップ・ファミリーシップ制度についての情報発信、情報交換を
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「第 3回全国 SDGs 未来都市ブランド会議」 

行い、制度の利便性の向上を図る。 

 

（海外向け） 

・ 姉妹都市であるドイツ連邦共和国ヴォルフラーツハウゼン市と友好都市である中華人民

共和国寧波市奉化区とは、これまでも文化交流や青少年交流等を実施し、相互理解を図

ってきた。今後の交流においては、SDGs の視点から、双方の取組の情報共有を図って

いく。 

・ 2022年（令和 4年）2月 24日に行われたサステナブル・

ブランド国際会議2022横浜における「第3回全国SDGs

未来都市ブランド会議」セッションのスピーカーとして市

長が登壇した。今後も、国際的な発信の場を積極的に

捉え、市長自ら市の SDGsの取組を発信・PR していく。 

・ 2020 年（令和 2 年）1 月に入間市の狭山茶生産者が、

フランスのパリ日本茶コンクールの一部門でグランプリ 

を獲得した。また、スリランカ民主社会主義共和国の 

大使が、同国と茶文化という共通項があることから、本市を訪問し協議した。さらには、

2022年（令和 4年）2月に埼玉県及び JETROが主催し、アラブ首長国連邦において市内

事業者が参加する狭山茶のプロモーションを実施した。今後も地場産業の振興の観点か

ら、海外への発信を行っていく。 

 

（３）全体計画の普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

人口減少、少子化・高齢化、地域の産業振興や消費の喚起といった課題は、本市のみな

らず、全国的にも多くの自治体が抱えている課題である。Society5.0 に向け DX を推進して

様々な地域課題の解決や行政運営の効率化を図るという視点も、すべての自治体が取組

を進めていく必要があると言える。また、当市は都心から 40ｋｍ圏内にあるいわゆるベッドタ

ウンであり、人口規模や生活環境等、共通項を有する自治体は多い。大幅な人口増加が見

込めず、財源も限られる中で、当市のような自治体は、都市の利便性と自然環境との調和

を保ちながら、地域資源を最大限に活用してその魅力を高め、持続可能なまちづくりを進め

ていく必要がある。 

誰もが心身ともに健康と幸せを実感できるまちを実現するため、Well-being をテーマに地

域資源を生かし、経済・社会・環境の各側面の施策を展開して持続可能性を追求する本提

案は、首都圏周辺のベッドタウンのみならず、同様の課題を抱える全国の他の自治体に対

しても高い普及展開性を有する。 
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３ 推進体制 

（１） 各種計画への反映 

 

１．第 6次入間市総合計画（2017年度（平成 29年度）～2026年度（令和 8年度）） 

2022 年度（令和 4年度）から 2026年度（令和 8 年度）を計画期間とする後期基本計画に

おいて、各施策と SDGs のゴールを結び付け、地方創生 SDGs の推進に向けた姿勢を示し

ている。 

 

２．第 2期入間市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

第 6 次入間市総合計画・後期基本計画と一体的に策定した本戦略においても、SDGs へ

の貢献を施策推進における統一した視点と位置付けている。 

 

３．第 3次入間市環境基本計画（2020年度（令和 2年度）～2029年度（令和 11年度）） 

第 3次入間市環境基本計画においては、SDGsのゴール・ターゲットと、各施策を紐づけ、

計画に掲げる取組を実行することにより、SDGsの達成に貢献するという姿勢を示している。 

 

４．その他計画 

・ 第 3期入間市教育振興基本計画（2022年度（令和 4年度）～2026年度（令和 8年度）） 

・ 第 5次入間市生涯学習推進計画（2022年度（令和 4年度）～2026年度（令和 8年度）） 

・ 第 11次入間市交通安全計画（2021年度（令和 3年度）～2025年度（令和 7年度）） 

・ 第 5次いるま男女共同参画プラン（2022年度（令和 4年度）～2026年度（令和 8年度）） 

・ 入間市一般廃棄物処理基本計画（2021年度（令和 3年度）～2035年度（令和 17年度）） 

 

これらの計画においても、計画に掲げる施策を実行することで、SDGs のゴール達成に貢

献することとしている。 
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（２） 行政体内部の執行体制 

市長の直轄組織として 2022 年（令和 4 年）4 月に設置した未来共創推進室が、大局的に

SDGs の未来像を描く役割を担う。各施策の総合的な方針の決定については、市長をトップ

とし、三役及び部長相当職で構成する行政経営会議において行う。この会議が、本市にお

ける SDGs推進本部としての機能を持ち、SDGs推進にかかる方針決定を行う。各部の次長

を中心に構成する政策調整担当者会議において、各部における SDGs 推進に向けた協議・

調整等を行い、各事業が着実に進むように部の垣根を超えた連携体制を構築する。特定の

課題に係る事業実施レベルでの協議は関係課長のワーキングチームが行い、それぞれの

段階において SDGs推進事務局が総合調整を行う。 

市長は方針決定における最高責任者であると同時に、自治体の顔として、会議やシンポ

ジウム等の登壇機会を積極的に捉え、市の SDGsの取組や目指す姿等を PRする。 

 

 

          

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、庁内各課から主に若手職員を中心に「デジタル・トランスフォーマー（DXer）」を

選任し（54人）、それぞれの職場から DXに取り組んでいる。DXは SDGsを実現するための

有効な手段の一つであることから、DXer は SDGs の観点も踏まえてその活動を進めていく

こととする。このことにより、従来意思決定に参加していなかった層の意見を反映することも

狙う。 

※デジタル・トランスフォーマー（DXer）：全庁的な DX の取組の推進とデジタル人材の育成

を目的に、各課 1名の推進員を選任しているもの。  
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（３） ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

①市民 

  市のSDGs推進においては、市民一人一人が取組の担い手となる。2023年（令和 5年）

4 月に市内 9 地区に開設した地区センターは、地域の拠点施設として持続可能な地域

づくりを市民と協働で進めている。 

SDGs を活かしたまちづくりを市民とともに進めていくため、市民や子どもたちとのワー

キングチーム等を形成予定。 

 

②企業・金融機関・大学・研究機関 

ア．新産業・雇用の創出等に関する連携 

    ・ ソリューション型協業受注集団『チーム入間』 

     株式会社入曽精密、株式会社狭山金型製作所、株式会社テラダイ、東成エレクトロ

ビーム株式会社、株式会社松下製作所 

    ・ 経済産業省選定「地域未来牽引企業」 

     株式会社 industria、カネパッケージ株式会社、株式会社小金井精機製作所、首都

圏アグリファーム株式会社、株式会社テラダイ、株式会社トコウ、株式会社ホレスト 

イ．スマート農業と地場産業（製茶業）の振興に関する連携 

    ・ 入間市茶業協会、いるま野農業協同組合、埼玉県茶業研究所、日本薬科大学、東

日本電信電話株式会社埼玉西支店 

ウ．茶畑テラスの展開や、狭山茶の普及、観光に関する連携 

    ・ 入間市茶業協会、若手茶業後継者の団体「茶人～chaｔ'Ｔ～（チャット）」 

    ・ 三井アウトレットパーク入間 

    ・ 独立行政法人都市再生機構 

エ．高齢者の外出モチベーション向上によるフレイル予防に関する連携 

    ・ ウエルシア薬局株式会社、大塚製薬株式会社、埼玉西ヤクルト販売株式会社、生

活協同組合コープみらい、損害保険ジャパン株式会社、SOMPO ケア株式会社、

SOMPOひまわり生命保険株式会社、明治安田生命保険相互会社 

オ．官民連携型の地域新電力「いるま e-MIRAI 株式会社」による脱炭素化の推進に関す

る連携 

    ・地元企業、金融機関が出資 

カ．地方創生 SDGs 金融の構築や、市内企業の支援等、自律的好循環の形成に関する

連携 

    ・ 入間市金融団（埼玉りそな銀行、武蔵野銀行、青梅信用金庫、埼玉縣信用金庫、



28 

西武信用金庫、飯能信用金庫） 

 

③NPO・ボランティア 

  加治丘陵 山林管理ボランティア（12団体） 

   樹林地の管理運営は、市民団体の協力を得て、原則として市と市民団体との協働で行

っていくこととしており、下草刈りや間伐等の保全活動を連携して行っている。 

 

２．国内の自治体 

①埼玉県 

埼玉県 SDGsパートナー制度と連携した市独自のプラットフォーム「いるま SDGs ラボ」

を構築し、市内企業の埼玉県 SDGs パートナー制度への登録を促進するとともに、双

方にメリットのある制度とするため県と綿密に連携していく。また、県が進める「埼玉版

スーパー・シティプロジェクト」の趣旨に賛同し、スマート、コンパクト、レジリエントの 3

つの要素を盛り込んだ持続可能なまちづくりに連携して取り組んでいく。 

 

②埼玉県西部地域まちづくり協議会構成市 

   様々な地域課題の解決に向け、圏域で連携した対応を図るため、協議・研究を重ねて

おり、2021年（令和 3年）2月には構成 5市でゼロカーボン・シティ共同宣言を行ってい

る。協議会において策定した 2021 年度（令和 3 年度）からのまちづくり構想・計画にお

いては、構成市間のパートナーシップにより SDGs の達成に向けた取組を進めることと

している。 

 

③姉妹都市（新潟県佐渡市） 

   これまでも地域活性化の側面で相互に連携しており、SDGsの取組においても、普及啓

発を中心として、連携を図っていく。 

 

④パートナーシップ・ファミリーシップ制度に係る連携協定を締結している埼玉県西部まち

づくり協議会構成市・パートナーシップ制度に係る連携協定を締結している埼玉県内市

町村 

   パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に係る連携協定を締結している自治体と、

性別にとらわれず、一人一人がお互いの人権を尊重し、多様な生き方や価値観を認め

合い、誰もが自分らしく生き生きと生活できる社会の実現を目指す。 
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３．海外の主体 

①姉妹都市のドイツ連邦共和国ヴォルフラーツハウゼン市・友好都市の中華人民共和国

寧波市奉化区 

国際的な SDGs の達成に向けて、それぞれの取組を相互発信することで、主に普及啓

発の側面において連携していく。 

 

②スリランカ民主社会主義共和国 

茶文化交流のため 2021 年（令和 3 年）8 月にスリラ

ンカ民主社会主義共和国大使が本市を訪問し、お

茶栽培に関する連携について協議した。 

 

 

 

 

（４） 自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

 

地方創生 SDGs 金融の制度構築に向け、市内金融機関で構成する入間市金融団（埼玉

りそな銀行、武蔵野銀行、青梅信用金庫、埼玉縣信用金庫、西武信用金庫、飯能信用金庫）

と市の協議体で、地域企業・団体等の SDGs の取組の見える化、非財務情報も含めた金融

機関からの評価と投融資等を通じた地域事業者等の経営強化、持続可能な経営のため将

来を見据えた事業展開、理念の共有など、本市のプラットフォーム「いるま SDGs ラボ」にお

ける支援策として取り組む。 

SDGs に関するプラットフォーム「いるま SDGs ラボ」のほか、経済産業省の地域 DX 推進

ラボに認定された「いるまDX推進ラボ」としてのプラットフォーム、入間市のパーパスへの共

感を切り口に官民連携を進めていく「いるま未来共創ラボ」としてのプラットフォームがあり、

これらを総体して「官民共創プラットフォーム」と位置付けている。 

2024 年（令和 6 年）9 月には、これまでの官民連携によるまちづくりの取組成果の周知や、

さらなる共感・共創を促進することを目的に「いるま官民共創まちづくりシンポジウム」を開催

し、前述した各ラボで生まれた官民連携の取組紹介、今後のまちづくりの展望などに関する

市長と各ラボ共創パートナーのディスカッションなどを行った。官民連携によるまちづくりに

共感・共創する市民・団体・企業などを、様々な入口から官民共創プラットフォームに招き入

れ、各ラボの専門分野・得意分野で連携・支援し合うことにより、SDGs達成に向けた具体的

な取組の促進をはじめ、企業等の価値向上及び競争力の強化につなげ、自律的好循環の

形成を図る。 
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４ 地方創生・地域活性化への貢献 

 

地方創生にあたり、地域資源の活用は欠くことのできない要素である。主要産業であり、

本市を代表する景観でもある狭山茶の茶畑や自然豊かな丘陵地帯、観光誘客を見込める

大型商業施設、最先端の技術を有した中小企業等、本市が有する地域資源は個々に魅力

を持ち市民に親しまれているものの、相互作用は不十分である。 

2030 年のあるべき姿である「健康と幸せを実感できる Well-being City いるま」の実現に

向けて、経済・社会・環境の各側面で、地域資源を活用し、地産地消を促進していく。この取

組を進めることで、地域資源の相互作用を生み出し、地域活性化が図られるものと考えて

いる。 

 

【経済】 

経済面の取組は「スマートヘルス・シティ」の実現を目指し、ヘルスケアにつながる産業振

興や観光促進等、商業面での取組を中心に経済活性化を進めるものである。地域内消費

の促進等を通じた企業経営の健全化や持続可能な製茶業を実現することで、事業者にとっ

て Well-being なまちを形成していく。地域消費の担い手となる市民や観光客にとっては、ヘ

ルスケア・食品産業等の提供するサービスや狭山茶のもつ効能による健康増進効果が期

待できる。 

 

 

 

【社会】 

社会面の取組は「ウェルネス・シティ」の実現を目指し、DX の推進や産学官の連携により、

高齢者の健康寿命延伸や市民福祉の向上等を図るものである。多様な移動手段を活用し

た外出意欲向上やフレイル予防等の取組を中心とし、誰もが心身ともに健康で過ごすこと

のできるWell-beingなまちを形成していく。市民が地域に出ていくことで、地域のにぎわいや
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地域内消費の活性化につなげていく。 

 

 
 

 

【環境】 

環境面の取組は「ゼロカーボン・シティ」の実現を目指し、官民連携型の地域新電力の活

用と再生可能エネルギーの創出に取り組むものである。クリーンなエネルギーの地産地消

を実現することで、地球環境にやさしい、すべての生物にとってWell-beingなまちを形成して

いく。地球環境の持続性への配慮は、すべての人や企業に関わる課題であり、環境保全意

識の高まりや自然とのふれあいを通して、心の豊かさや安らぎにつなげる。 

 

 

 

 

三側面の取組はいずれも、本市に関わるすべての人が心身ともに健康と幸せを実感でき

るまち＝「Well-being City」の実現に向けたものである。この取組により、市民や企業や自然

環境の健全化を図ることで、まちの持続性を高め、地方創生・地域活性化へ貢献していく。 
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